様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2022年　　4月　　15日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）だいわでんせつこうぎょうかぶしきかいしゃ  
一般事業主の氏名又は名称  大和電設工業株式会社  
（ふりがな）とちたに　やすき       
（法人の場合）代表者の氏名  栩谷　泰輝   印   
住所　〒601-8316
京都府京都市南区吉祥院池ノ内町８３
法人番号　4130001011095　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	大和電設工業株式会社ホームページ
トップページ ＞企業情報 ＞ＤＸ戦略への取組

	公表日
	　　　令和 3　年　１０　月　５　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.d-d-k.co.jp/pages/168/
トップページ ＞企業情報 ＞ＤＸ戦略への取組

	記載内容抜粋
	通信・ＩＴ／ＩＣＴ・電気の３つを柱に顧客のニーズに応え、技術と真心で顧客満足の向上を目指すため、ＩＴ技術と通信技術と電気技術の３つの技術を集結させより高度なサービスを提供できることを目指しています。そのためにも、ＤＸの技術は積極的に活用し顧客へのサービス向上だけに留まらず、私たちの働く環境もＤＸでよりよいものとし、地域社会全体の豊かさを目指します。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で経営的課題解決に向け決定




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	大和電設工業株式会社ホームページ
トップページ ＞企業情報 ＞ＤＸ戦略への取

	公表日
	　　　令和 3　年　１０　月　５　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.d-d-k.co.jp/pages/168/
トップページ ＞企業情報 ＞ＤＸ戦略への取組
　「ＤＸ戦略」項目内に記載

	記載内容抜粋
	３つのビズネスモデルを掲げ「顧客へのＤＸ推進」、「サービス向上」、「安定的なサービス提供」を実現させるための戦略を社長を含め全社員で次の事項を推進しています。
（１）顧客のＤＸ推進のための提案力を高めるためのＤＸ人材を育成する。
（２）顧客へのサービスを向上させるために、業務のスピード化を目指し社内業務のＤＸを勧める。
（３）サービスの安定提供のために社会ニーズに沿って社内体制を整え、さらにプログラミング要員の育成により顧客等のニーズに敏速に対応する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で決定




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.d-d-k.co.jp/pages/168/
トップページ ＞企業情報 ＞ＤＸ戦略への取組
　「ＤＸ推進体制」項目内に記載

	記載内容抜粋
	ＩＣＴソリューションカンパニーとして、顧客へのＤＸ推進に向け、営業職・技術職をはじめ、バックヤードの事務職を含め役員及び全社員で総合的な取組みを行う体制を維持しています。また、統合してＤＸを推進させるための取りまとめとして「情報システム」部門が中心となりＤＸ化を進めています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.d-d-k.co.jp/pages/168/
トップページ ＞企業情報 ＞ＤＸ戦略への取組
　「ＤＸ推進の具体的計画」項目に記載

	記載内容抜粋
	中期経営計画に於いてＤＸ推進計画を策定し、社内業務のＤＸ化を進め、見える化、ペーペーレス化、リモートワーク化を継続している。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	大和電設工業株式会社ホームページ
トップページ ＞企業情報 ＞ＤＸ戦略への取組
　「ＤＸ目標指標」項目に記載

	公表日
	　　　令和 3　年　１０　月　５　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.d-d-k.co.jp/pages/168/
トップページ ＞企業情報 ＞ＤＸ戦略への取組
　「ＤＸ目標指標」項目に記載

	記載内容抜粋
	中期経営計画に従い2025年度までにのＤＸ環境目標
①　業務のペーペーレス化
　　・　全業務の90％
➁　リモートワーク環境
　　・　営業職・技術職の100％実施
③　ＤＸに対応できる人
　　・　情報通信エンジニア資格取得者数 60名
　　・　ＩＣＴ技術者数 　　　　　　　　75名



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	（１）令和２年７月
（２）令和３年１月
（３）令和４年１月
（４）令和４年４月

	発信方法
	ホームページhttps://www.d-d-k.co.jp/pages/172/
トップページ企業情報 ＞社長挨拶＞社長の声
に社長コラムを掲載し情勢や状況の発信をしている。

	発信内容
	（１）令和２年７月には、
社長就任とともに社内業務をＤＸを活用した改善をすることを掲げています。
（２）令和３年１月には、
新型コロナ禍での社会変革への対応にＤＸを活用して進めることを掲げています。
（３）令和４年１月には、
[bookmark: _GoBack]新しい生活様式の時代にマッチした人材育成の必要性を感じ当社の「ＤＸ戦略」を取りまとめたことを掲げています。
（４）令和４年４月には、
時代にマッチしたＤＸに関連した提案力でお客様と共に良い方向に進むべく当社に課題克服について掲げています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年　9月頃　～　2021年　9月頃


	実施内容
	「DX推進指標自己診断フォーマット」に自己診断結果を記入



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2014年　4月頃　～　2021年　9月頃　　　実施中


	実施内容
	ISO27001を取得し社内及び顧客の情報セキュリティ対策を実施しており、大きな問題もなく対処できています。
直近では２０２１年９月に審査機関による外部審査が実施され、情報セキュリティに関する取り組みが問題なく行われていることが認証され、現在も取り組みを継続して実施しています。
さらに、当社ではSECURITY ACTIONの２つ星を宣言しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

